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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期

第１四半期連結
累計期間

第72期
第１四半期連結

累計期間
第71期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （百万円） 14,532 14,334 62,108

経常利益 （百万円） 1,271 1,100 5,509

四半期（当期）純利益 （百万円） 791 687 3,462

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,257 568 5,885

純資産額 （百万円） 36,482 40,356 40,324

総資産額 （百万円） 54,520 58,080 58,250

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 61.20 53.15 267.67

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 63.9 66.1 65.7

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び関係会社）が営んでいる主な事業内容について重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、経済対策や金融政策などを背景に円高の是正効果が継続し、景気は緩

やかながら、回復の動きが見られております。世界経済全体では、新興国での経済成長の鈍化等の不安要素はあるも

のの、米国での景気回復等を背景に全体的には低調ながら堅調に推移いたしました。

主要取引先であります自動車業界においては、国内における自動車生産台数は、消費税導入後の反動減が懸念され

ましたが、景気の回復に支えられ昨年に比べて若干増加いたしました。また、海外における自動車生産台数は、タイ

国で減産となったものの、北米や中国等での堅調な需要拡大により昨年を上回ることとなりました。

 

このような状況のもと、当第１四半期連結累計期間の売上高は、国内における自動車用バックミラー販売の減少が

響き、14,334百万円（前年同期比1.4％減）と減少いたしました。利益につきましても、営業利益は927百万円（前年

同期比17.3％減）、経常利益は1,100百万円（前年同期比13.4％減）、四半期純利益は687百万円（前年同期比13.2％

減）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日本

主力の自動車用バックミラーの販売が減少した結果、売上高は8,553百万円（前年同期比4.0％減）となり、営業利

益は581百万円（前年同期比10.4％減）となりました。

 

②アジア

タイ国での自動車販売の低迷などにより、売上高は3,744百万円（前年同期比2.4％減）となり、営業利益は275百

万円（前年同期比1.6％減）となりました。

 

③北米

堅調な個人消費の回復や新車への買い替え需要の増加などにより、自動車生産台数が増加した結果、売上高は

2,036百万円（前年同期比14.1％増）となり、営業利益は100百万円（前年同期比117.6％増）となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は113百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,900,000

計 29,900,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,100,000 13,100,000
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数　1,000株

計 13,100,000 13,100,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 13,100,000 － 3,165 － 3,528

 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載

をしております。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

(自己保有株式)

普通株式

166,000

－ 単元株式数　1,000株

完全議決権株式（その他）
普通株式

12,857,000
12,857 同上

単元未満株式
普通株式

77,000
－

１単元(1,000株)未満

の株式

発行済株式総数 13,100,000 － －

総株主の議決権 － 12,857 －

（注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式953株が含まれております。

　　　２　「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社村上開明堂

静岡市葵区伝馬町

11番地５
166,000 － 166,000 1.26

計 － 166,000 － 166,000 1.26

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,382 17,317

受取手形及び売掛金 7,374 7,557

電子記録債権 759 672

商品及び製品 1,048 976

仕掛品 757 1,087

未成工事支出金 99 105

原材料及び貯蔵品 1,840 2,094

繰延税金資産 708 707

その他 1,075 660

貸倒引当金 △10 △8

流動資産合計 31,035 31,171

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 13,806 13,412

減価償却累計額及び減損損失累計額 △5,632 △5,446

建物及び構築物（純額） 8,174 7,965

機械装置及び運搬具 20,619 20,322

減価償却累計額及び減損損失累計額 △15,062 △15,123

機械装置及び運搬具（純額） 5,556 5,198

工具、器具及び備品 16,605 16,567

減価償却累計額及び減損損失累計額 △15,595 △15,656

工具、器具及び備品（純額） 1,010 911

土地 5,086 5,081

リース資産 445 434

減価償却累計額及び減損損失累計額 △395 △393

リース資産（純額） 49 41

建設仮勘定 1,012 1,244

有形固定資産合計 20,890 20,442

無形固定資産 602 578

投資その他の資産   

投資有価証券 3,322 3,469

投資不動産 2,058 2,058

減価償却累計額及び減損損失累計額 △458 △460

投資不動産（純額） 1,599 1,597

繰延税金資産 114 143

その他 690 681

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 5,722 5,887

固定資産合計 27,215 26,908

資産合計 58,250 58,080
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,284 5,751

電子記録債務 － 528

短期借入金 3,978 3,810

未払法人税等 917 409

繰延税金負債 27 －

製品保証引当金 639 637

賞与引当金 813 1,209

役員賞与引当金 22 11

その他 2,426 2,439

流動負債合計 15,110 14,798

固定負債   

長期借入金 394 385

繰延税金負債 64 34

役員退職慰労引当金 791 725

退職給付に係る負債 1,198 1,452

資産除去債務 56 56

その他 310 271

固定負債合計 2,816 2,925

負債合計 17,926 17,724

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,165 3,165

資本剰余金 3,528 3,528

利益剰余金 29,017 29,398

自己株式 △138 △140

株主資本合計 35,571 35,951

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,272 1,367

為替換算調整勘定 1,351 1,031

退職給付に係る調整累計額 50 48

その他の包括利益累計額合計 2,675 2,447

少数株主持分 2,076 1,956

純資産合計 40,324 40,356

負債純資産合計 58,250 58,080
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 14,532 14,334

売上原価 12,246 12,176

売上総利益 2,286 2,157

販売費及び一般管理費   

運送費及び保管費 177 173

貸倒引当金繰入額 0 0

役員報酬 79 64

従業員給料 335 367

賞与引当金繰入額 94 91

役員賞与引当金繰入額 10 11

退職給付費用 15 31

役員退職慰労引当金繰入額 8 11

福利厚生費 82 80

旅費交通費及び通信費 60 66

のれん償却額 7 －

減価償却費 37 48

その他 256 284

販売費及び一般管理費合計 1,164 1,230

営業利益 1,121 927

営業外収益   

受取利息 6 5

受取配当金 22 29

受取地代家賃 54 36

受取ロイヤリティー 3 13

為替差益 35 50

開発業務受託料 14 14

その他 31 40

営業外収益合計 168 191

営業外費用   

支払利息 5 6

賃貸費用 9 10

その他 2 1

営業外費用合計 17 18

経常利益 1,271 1,100

特別利益   

固定資産売却益 2 4

関係会社出資金譲渡益 66 －

特別利益合計 69 4

特別損失   

固定資産処分損 1 4

特別損失合計 1 4

税金等調整前四半期純利益 1,339 1,100

法人税等 432 300

少数株主損益調整前四半期純利益 907 800

少数株主利益 115 112

四半期純利益 791 687
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 907 800

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 224 94

為替換算調整勘定 1,147 △324

退職給付に係る調整額 － △1

持分法適用会社に対する持分相当額 △21 －

その他の包括利益合計 1,350 △231

四半期包括利益 2,257 568

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,962 459

少数株主に係る四半期包括利益 295 108
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

前連結会計年度において非連結子会社でありましたMurakami Manufacturing Mexico, S.A. de C.V.は、重要性

が増したため、当第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

また、前連結会計年度において連結子会社でありました㈱湘南光膜研究所は、清算結了したため、当第１四半期

連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見

込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業

員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額

を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が274百万円増加し、繰延税金資産が96百万円

増加、また、利益剰余金が177百万円減少しております。なお、第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び

税金等調整前四半期純利益への影響は軽微であります。
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（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

減価償却費 593百万円 661百万円

のれんの償却額 7 －

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 103 8.00  平成25年３月31日  平成25年６月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 129 10.00  平成26年３月31日  平成26年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

その他 合計

 日本 アジア 北米 計

売上高       

外部顧客への売上高 8,912 3,834 1,785 14,532 － 14,532

セグメント間の内部売上高又は
振替高

672 212 0 885 － 885

計 9,584 4,046 1,786 15,418 － 15,418

セグメント利益 649 279 46 975 － 975

（注）　本邦以外の区分に属する国又は地域は以下のとおりであります。

アジア：タイ、中国

北米　：米国

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 975  

「その他」の区分の利益 －  

セグメント間取引消去 259  

全社費用（注） △113  

四半期連結損益計算書の営業利益 1,121  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

その他 合計

 日本 アジア 北米 計

売上高       

外部顧客への売上高 8,553 3,744 2,036 14,334 － 14,334

セグメント間の内部売上高又は
振替高

832 302 0 1,134 － 1,134

計 9,385 4,046 2,036 15,468 － 15,468

セグメント利益 581 275 100 956 － 956

（注）　本邦以外の区分に属する国又は地域は以下のとおりであります。

アジア：タイ、中国、インドネシア

北米　：米国、メキシコ

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 956  

「その他」の区分の利益 －  

セグメント間取引消去 80  

全社費用（注） △110  

四半期連結損益計算書の営業利益 927  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 61.20円 53.15円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 791 687

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 791 687

普通株式の期中平均株式数（株） 12,937,426 12,932,512

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２６年８月５日

株式会社村上開明堂

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田　宮　紳　司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 滝　口　隆　弘　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊　藤　智　章　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社村

上開明堂の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２６年

４月１日から平成２６年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年６月３０

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社村上開明堂及び連結子会社の平成２６年６月３０日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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